
環境税・炭素税に関するいくつかの論点
）

序論 議論の背景

我 妻 伸 彦

環境税や課徴金，排出許

の経済的手段に対する一般

は，「汚染者」に金銭的負担

は抵抗感を示し，排出許可

反発する。他方，産業・企

への不当な介入で経済活動

可証取引制度，環境補助金等

の人々の反応は相半ばする。

を強いる環境税等を歓迎し

証については，環境を金銭で

業の立場では，環境税，排出

の妨げとなるものと排斥する

に代表される環境政策

消費者・住民の立場で

つつも，自らの負担に

買っているものとして

許可証を「市場経済」

一方で自主的対策を重

視し，補助金の存在意義は

他方，経済学の領域では

制的手段）よりも経済的手段

証取引制度が優れる」とい

全般や特に税・課徴金のデ

しかし，議論の中には，常

認めるという傾向が強い。

，ピグー以来の伝統的厚生経

が優れる」，「補助金よりも

う常識的一般論への反動とし

メリットや不十分さを強調す

識的一般論への反論に熱心な

済学の「直接規制（規

税・課徴金，排出許可

て，最近，経済的手段

る分析が多く見られる。

あまり，そもそも，政

策選択の判断基準をいかに

接規制の問題点の評価が曖

とした経済的手段への反発

以下では，近年の「環境

のいくつかの論点の妥当性

考えるのかという基本や，対

昧となっている議論も少なく

と渾然一体となり，議論の混

税・経済的手段不十分説」を

を批判的に概観・再検討し，

案としての補助金や直

ない。社会一般の漠然

乱が残っている。

類型に分けた上で，そ

その背景にある政策の

（ ）



評価視点に関する

立命館経済学（ 巻特

議論を喚起する。

別号５）

１ 経済的手段

経済学又は，少

手段不十分説」を

あろう。具体的な

数の類型に関わる

必要となる。

や税・課徴金のデメリット・

なくとも経済問題に関わる文

いくつかの類型に分けてみる

議論は，必ずしも一つの類型

場合が多いが，議論の焦点を

不十分さを強調する議論の類

脈でみられる「環境税・経済

と，以下のような分類が可能

に収まりきるわけではなく，

明確にするには一定の単純化

型

的

で

複

が

１）非一様混和性

効率性が「期待

２）環境税・炭素

を生じ，実現可

た政策手段として

３）税・課徴金と

って動学的効率

汚染物質による環境問題に環

していた水準」より低下する

税導入に所得分配変更効果が

能性が低いとする議論（関連

の補助金の有効性評価に関する

異なり，排出許可証取引制度

性が左右され，十分な動学的

境税を適用した場合に，静学

ことを問題とする議論

不可避で，それ故に政治的摩

して，所得分配効果是正機能を

議論）

の場合，許可証の初期配分に

効率性がない場合があると主

的

擦

持っ

よ

張

する議論

４）計量モデルに

する議論

５）国際競争力へ

え，当該国の国

対優位を著しく

よる分析で，炭素税導入の経

の影響 環境税導入を「費用

としての「国際競争力」が低

喪失する産業＝損失者の存在

済成長率引き下げ効果を問題

の増加＝絶対優位の喪失」と

下すると考える議論。又は，

（分配問題）を問題視する議

と

捉

絶

論

以下ではこの内，価値判断に大きく依存する２）以外の点について議論する。

（ ）



環境税・炭素税に関するいくつかの論点（我

２ 類型毎の論点

妻）

２―１ 非一様混和性汚

２―１―１ 問題の所在

汚染物質が環境媒体の中

所的に異なり，環境被害の

（

酸ガスへの直接暴露による

染物質と「静学的効率性」

で不均一に拡散し，その結果

違いを生み出すような場合，

）による環境問題と呼ばれ

健康被害などであり，汚染源

，汚染物質の濃度が局

非一様混和性汚染物質

る。典型的には，亜硫

からの距離，風向，風

速等の条件や，周辺の人口

度）の汚染物質排出であって

が一様混和性汚染物質（

際には，当該汚染物質の環

体的には，気候変動問題で

定義から明らかなように

汚染物質排出量（濃度）が同

密度や環境の脆弱性などによ

も，環境被害は大きく異な

）であ

境への排出総量に焦点を絞る

の温室効果ガスがその例に該

，非一様混和性汚染物質によ

一の汚染源であっても，そ

って，同一量（同一濃

る。これと対照的なの

り，環境被害を考える

ことが可能となる。具

当する。

る問題の場合，当初の

れがもたらす環境被害

に応じて，求められる削減

実際，理論的には非一様混

差別化された税率の適用や

律の税率を適用することだ

他方，差別化された税率

界削減費用の均等化」とい

の程度は異なり，対応する限

和性汚染物質の問題に環境税

，直接的数量規制で補うこと

けで静学的効率性が得られる

が適用される場合，「異なる

う，同一の汚染物質排出削減

界削減費用も異なる。

をもって対処する場合，

が必要としており，一

とは主張していない。

汚染排出源の間での限

「総」量達成のための

社会的費用最小化条件は満

以上を背景に，「非一様混

場合，その経済厚生上の利

は，「汚染源により差別化さ

するための汚染削減費用合

たされなくなる。

和性汚染問題に一律税率の

得が，理想的な場合より少な

れた基準を指定した時，同

計は，一律環境税の下での（

環境税だけで対処した

くなる」こと，あるい

一汚染削減総量を達成

限界削減費用均等化状況

（ ）



での）汚染削減費

境税は数量直接規

しかし，本来，

立命館経済学（ 巻特

用合計より多くなり，最小化

制に劣るとの印象を与える議

求められる分析は，同一の環

別号５）

に失敗する」ことをもって，

論がなされることがある。

境状況達成を前提とした，税

環

・

課徴金と規制的手

合，このことと，

同一の環境状況達

混和性汚染問題に

問題を偽装した場

化された基準を指

削減費用均等化状況

段の対策費用の比較分析であ

「同一汚染物質削減総量」を

成を前提とした実証分析は

一律税率で対処した場合の経

合に想定される利得より少な

定した時の汚染削減費用合

での）汚染削減費用合計より

り，非一様混和性汚染物質の

達成することは同じではない

，決して容易でないが，「非一

済厚生上の利得が，一様混和

いこと」や「汚染源により差

計が，一律環境税の下での（

多いこと」を示しても，税・

場

。

様

性

別

限界

課

徴金（経済的手段

２―１―２ 非

上に見たように

件などによって汚

がもたらす限界回

染排出量でも，そ

成のための削減費

）の否定材料にはならない。

一様混和性汚染物質による環

，非一様混和性汚染の場合，

染排出源が異なれば，同一の

避被害額（環境上の限界便益）

の汚染分布により社会の利益

用の最小化は，社会の純利益

境問題への理論的対応

場所・時間・周辺環境・自然

汚染排出削減であっても，そ

は異なる。このため，同一の

は異なり，同一の汚染排出量

の最大化とは関わらなくなる

条

れ

汚

達

。

以下では，２つの

（より一般的な議論

いま，横軸に汚

業タイプ２が関わ

企業タイプ１と

口密度，その他自然

タイプの企業が存在する場

は，補論１参照）。

染排出量，縦軸に限界削減費

る環境問題を図１のように整

企業タイプ２は，立地が異な

条件等）を反映して異なった

合について，直感的に図示す

用等をとり，企業タイプ１，

理する。

り，その立地の周辺の状況

「汚染排出に対する限界被害

る

企

（人

額

曲線」に直面する

とか周辺環境が

下に，より急な傾

他方，図１では

出削減対策を行わ

。図１では企業タイプ１の

「汚染物質の同化・浄化能力に

斜を持つ限界被害額曲線に直

削減費用に関しては，企業タ

ない場合の汚染排出量が多

立地の方が，「人口密度が高い

乏しくより脆弱」などの理由

面しているものとする。

イプ１の方が，１）何も汚染

い（ ）とともに，２）限

」

の

排

界

（ ）



環境税・炭素税に関するいくつかの論点（我

図１

妻）

削減費用曲線の傾きが急に

より異なる状況の具体的例示で

なるように描かれている（図

あり，その異なり方を特定する

は，削減費用がタイプに

ものではない。なお，点

を通る二点鎖線は，図

あり，その傾きは等しく，点

この時，何ら汚染対策が

ば，設定により実現する点

企業タイプ２について点

望ましいのは，汚染削減対

の限界削減費用１を図

， の高さは点 ， に等しい

なされずに，外部費用が内部

は，企業タイプ１について点

（ に対応する点）となる。し

策を適切に実行することによ

上に平行移動したもので

）。

化されていないとすれ

（ に対応する点），

かし，社会にとって

り，回避被害額から汚

染削減費用を差し引いた純

は企業タイプ１が点 を，

回避被害額から汚染削減

曲線，限界削減費用曲線及

面積で示されるが，企業タ

利益が最大化されるような状

タイプ２が点 を実現するこ

費用を差し引いた純利益は，

び， ， と実現汚

イプ１が点 を，タイプ２が

況の実現であり，それ

とで達成される。

図１では，限界被害額

染排出量で囲まれる

点 を実現したとき，

（ ）



その面積は

は，直接的数量規

ことができる。即

立命館経済学（ 巻特

と の合計となり最大

制でも，税という名称の直接

ち，直接的数量規制であれば

別号５）

化される。この純利益最大化

的価格規制でも同様に達成す

，各企業に汚染排出量の上限

点

る

を

， と指

して差異化された

ここで，同一の

費用の均等化によ

の範

とによって達成

示すればよく，他方，直接的

税率 ， を提示すれ

汚染排出総量を維持すること

る汚染削減費用の最小化を図

囲にある適切な税率 を指

の条件を満たす適切な汚染

される。しかし，そこでは

価格規制であれば，各企業に

ばよい。

を条件に，排出源毎の限界削

ることも可能である。それは

定すること又は，直接的に

排出量 ， を指定する

確かに同一の汚染排出

対

減

，

こ

を達

が，同時に，異な

に，回避被害額か

下している。

以上をまとめれ

大化」の条件と

乖離しており，後

成するに当たっての削減費

る限界回避被害額曲線に対応

ら汚染削減費用を差し引い

ば，「非一様混和性の汚染問

「同一汚染排出総量達成のため

者は政策目標として意味をな

用は， 分低下してい

した最適化条件から外れるた

た純利益も， 分

題に対して，「社会的純利益の

の削減費用の最小化」の条件

さない」といえる。

る

め

低

最

は

他方，政策目標

し引いた社会的純

限界削減費用曲線

情報量が存在すれ

のであり，有効な

存在しない。

として一定の意味を持つ「回

利益の最大化」の実現に関し

に関して，有効な直接的数量

ば，有効な直接的価格規制＝

数量的直接規制と価格的直接

避被害額から汚染削減費用を

ては，個別の限界被害額曲線

規制を行政上可能とするだけ

差別化された税も行政上可能

規制の間に理論的な優劣関係

差

や，

の

な

は

２―１―３ 直

非一様混和性の

にしか考えられな

的数量規制と直接

しかし，政策的視

接規制に対して，経済的手段

汚染物質による環境問題で，

い状況であるならば，直接規

的価格規制の区別に退化し，

点からみた場合，個別事象が

が有効となる場合

汚染源となる各排出企業を個

制と経済的手段の対立は，直

実際的な意味を持たなくなる

完全に差別化される状況ばか

別

接

。

り

（ ）



環境税・

という想定もまた一般的で

えば，限界被害額曲線が個

自然条件等で一定の類型化

炭素税に関するいくつかの論点（我

はない（

々の汚染受容点毎に異なると

が可能な場合があろう。その

妻）

（ ）参照）。例

いっても，人口密度や

ような類型に基づいて，

商工業地域，住宅地域など

擬似的に一様混和性汚染の

地域内で一律税率を適用す

制度を導入する）ならば，同

額関数及び企業数，代表的企業

費用・被害に関する情報は持

域毎に同一の環境状況を，

の環境政策上のゾーニングを

問題と見なせる一定の広さを

る（又は，その地域内で等価交

一の政策当局の情報量（ゾー

の限界削減費用関数に関する情

たない）の下に経済的手段によ

より安い費用で達成すること

行い，当該環境問題を

持った地域毎に，その

換可能な排出許可証取引

ニング地域毎の限界被害

報は持つが，個別の限界

って，ゾーニング地

が可能となる（補論２

参照）。

２―２ 動学的効率性
）
の

２―２―１ 問題の所在

経済的手段の利点として

れているが，もう一つの動

の理論ほど確立していない

評価

，静学的効率性に関してはか

学的効率性については，「そ

」（岡（ ））とされ，また，

なり緻密な議論がなさ

の理論は静学的効率性

技術進歩という実証

分析が難しい分野に関わる

で，諸富（ ）は，税・課

証の初期配分によって動学

がなされる場合には，十分

も同様の見解が見られる。

そのメカニズムを整理す

こともあり，十分な分析がな

徴金と排出許可証取引制度

的効率性が左右され，実績比

な動学的効率性がないと主張

れば，排出許可証の初期配分

されていない。その中

を比較して，排出許可

例無償配分で初期配分

した。天野（ ）に

が入札の場合，技術進

歩で社会的限界削減費用曲

加えて，社会全体の排出許

その初期入札分の購入価額

が生じるが，実績比例無償

される場合，実現排出削減

線が下方シフトすると，実現

可総量一定の枠組みの中で排

が減少するという形で技術進

配分（ ）で排出

費用の低下以外のインセンテ

排出削減費用の低下に

出許可証価格が低下し，

歩へのインセンティブ

許可証の初期配分がな

ィブが生じないという

（ ）



ところにある。

しかし，社会全

ィブは異なる可能

立命館経済学（ 巻特

体での議論と，個々の汚染物

性がある。即ち， ）動学的

別号５）

質排出源が直面するインセン

効率性の根源の技術進歩を限

テ

界

削減費用曲線の下

られており， ）

に所得効果がない

所得分配の変更以

効果しかもたない

的排出削減行動が

るか，許可証販売

方シフトと捉え， ）排出許

当該企業の供給曲線，派生需

ならば，特定の排出源（主体

外では，排出許可証の購入か

という予想も成立可能であろ

，許可証購入必要量の減少を

の増加を通じて，企業利益に

可証の購入・売却の双方が認

要曲線，汚染削減費用曲線な

）にとって，初期配分の相違

ら売却への入れ替わり点の変

う。その場合，汚染物質の追

通じて，企業利益にプラスと

プラス方向となるかは，純利

め

ど

は，

更

加

な

益

の最大化を目指す

性は独立となると

いずれにせよ，

検討が不十分であ

比例無償配分方式

なものとなってい

２―２―２ 動

企業にとって無差別であり，

予想される。

現状では，動学的効率性の内

り，税・課徴金制度や入札方

排出許可証取引制度の場合に

る。

学的効率性のメカニズムに関

許可証の初期配分と動学的効

容・メカニズムに関する分析

式排出許可証取引の時と，実

おける効果の相互比較も不満

する従来の理解

率

・

績

足

環境政策の政策

（ ） で確認す

いる。以下では，

手段との関連での動学的効

ると，

（ ）と書かれてお

この の図を基にそれ

率性の初期の議論を，

り，図を使った説明がなされ

を発展させて政策手段と動学

て

的

効率性の関係を検

通常，排出総量

を前提にして，横

可証価格）をとり

図が説明に利用さ

討したい（図２）。

だけが問題となるような一様

軸に汚染物質排出総量，縦

，排出源総計としての社会的

れる。

混和性汚染物質による環境問

軸に限界削減費用や税率（排

限界削減費用関数（曲線）を描

題

出許

く

（ ）



環境税・炭素税に関するいくつかの論点（我

図２

妻）

例えば単位排出当たり税

に説明される。当初，限界

群全体としては， で

率が である環境税の動学

削減費用曲線が で与えら

与えられる削減費用を負担

的効率性は，次のよう

れる時，汚染排出企業

するとともに，残存汚

染 に対応する環境税額

限界削減費用曲線が へ

の負担は削減費用

境税制度の下にある汚染排

を数量直接規制で管理する

費用が から へ下方シ

を負担する。ここで

下方シフトするならば，汚染

と残存汚染に対する環境税額

出企業群の負担は，

場合であっても，同様な技術

フトすれば，汚染企業群全

，技術進歩が発生し，

排出企業群全体として

となり，環

分軽減される。排出量

進歩が発生し限界削減

体としての負担は軽減

される。しかし，その軽減

歩後の削減対策費用

の方が，全く同じ限界削減

分大きく，その分，

他方，排出許可証制度の

の程度は，当初の削減対策費

の差分 にとどまる

費用曲線のシフトで表現され

研究開発投資へのインセンテ

分析は若干複雑となる。前述

用額 と技術進

。即ち，環境税の場合

る技術進歩の利益は

ィブが存在する。

のように， は，

（ ）



は動学的効

の条件は満たされ

立命館経済学（ 巻特

率性を持つとした。排出許可

るから， は排出許可証

別号５）

証が正の市場価格を持つ限り

取引制度も動学的効率性を持

こ

つ

制度と認識してい

性の有無について

ように，その市場

可証の初期配分の

一様混和性汚染

引制度が導入され

費用曲線が か

たと考えられる。しかし，排

は，新澤（ ）や

価格の動向が重要となる他

方法に依存するとする等，別

問題に対して， 分の排出

ているケースを考えると，技

ら へ低下しても，排出許

出許可証取引制度の動学的効

（ ）が指摘す

，諸富（ ）のように，排出

の見方もされてきた。

総量が許可され，排出許可証

術進歩の発生により，限界削

可総量は のままであり，

率

る

許

取

減

許

可証の市場価格が

許可証の取引が発

なるから，汚染企

るための削減対策

とどまる。これは

群全体として見れ

他方，制度導入

から へと低下する。

生したとしても，買い手と売

業群「全体」としての負担は

費用が から

前述の数量直接規制の時の利

ば利益がないことになる。

前又は，排出許可証が期限付

この時，汚染排出企業間で排

り手を相殺して見れば，ゼロ

，排出量を許可証の範囲に収

へと 分低下したこと

益と同じであり，汚染排出企

きで更新の必要がある場合に

出

と

め

に

業

は，

諸富（ ）が議

でも，排出許可証

合が考えられる。

場合と，２）入札

基本的に制度が既

有効で，技術進歩

論するように，たとえ汚染排

の初期配分方法に依存して，

具体的に，排出許可証の初期

で決定される場合を比較する

に導入されていることと同じ

の利益は にとどまる

出企業群「全体」を考える場

技術進歩の利益が大きくなる

配分が１）実績比例無償配分

。実績比例無償配分の場合は

であり，上述の分析がそのま

。他方，入札の場合，汚染排

合

場

の

，

ま

出

企業群は全体とし

ず，その際の許可

技術進歩がなけれ

札代金

としての負担は

て排出許可総量分の許可証を

証の市場価格が技術進歩の有

ば，企業群は全体として削減

を負担するのに対して，技術

に低下し，

政府から買い入れなければな

無で異なることになる。即ち

対策費用 と許可証の

進歩があった場合の企業群全

その差分

ら

，

入

体

が

（ ）



環境税・

汚染排出企業群「全体」と

の場合の汚染排出企業群「

大きく，動学的効率性の存

炭素税に関するいくつかの論点（我

しての技術進歩の利益となる

全体」としての技術進歩の利

在を示す。

妻）

。これは数量直接規制

益よりも 分

２―２―３ 個別の排出

ここまで概観してきた従

ここまでの分析が評価した

の個別企業に対するインセ

の意思決定を行うのは個々

「全体」としての技術進歩の

個々の企業に研究開発投資

源にとってのインセンティブ

来の議論の進め方には２つの

のは，汚染企業群全体の利益

ンティブが評価されていない

の経済主体＝個別の企業であ

利益が小さい又は，相殺して

へのインセンティブが存在す

問題がある。第一に，

であり，意思決定主体

。即ち，研究開発投資

り，汚染排出企業群

存在しない場合でも，

ることは否定されない。

また，第２に，動学的効率

出許可証取引制度，実績比

支は大きく異なり，その差

以下，まず第１の点から

複数（２つ）の企業が存在

する。即ち，一様混和性汚

の２社があるものとする

性の存在の有無を比較してい

例無償配分方式排出許可証取

異が調整されていない点があ

検討する。

する状況を検討できるよう

染物質による問題を念頭に置

。汚染物質排出量は横軸に原

る環境税，入札方式排

引制度の間で，財政収

る。

図を以下のように変更

き，関連する企業は ，

点から対称にとり，縦

軸には限界削減費用や税率

， 及び ， は

なかった場合の汚染物質排

この２社に対して合計で

るとする。両者の限界削減

引市場での戦略的行動が排

（排出許可証価格）をとると図

，それぞれ企業 ， が何ら

出量及び，実現排出量を示す

分の排出が許可され

費用曲線が と で与

除されているならば，初期配

３が描ける。なお，

排出削減対策をとら

。

許可証が発行されてい

えられ，排出許可証取

分の如何に関わらず，

両企業の均衡点は と で

ここで技術進歩が発生し

から とシフトしたと仮

と変化し，排出許可証の市

が成立し不

与えられ，排出許可証の市場

，限界削減費用曲線が各々，

定する。この時，競争的市場

場価格も へと低下する。即

変であっても，個々の企業

価格は となる。

から ，

での均衡は ， へ

ち，排出総量は，

の排出量は変化する。

（ ）



立命館経済学（ 巻特

図３

別号５）

その結果，既に排

初期配分の入札前

出許可証制度が導入されてい

であればその入札予定は変更

るならば，その売買が成立し

される。いずれにせよ，個々

，

の

企業の利害は，技

この点をより詳

考え，企業 企

業 の限界削減

から へ

， へと変化

術進歩の結果で異なる。

細にみるために，企業 だ

業 の利害を検討する（より

費用曲線 はそのままに

と変化した状況を想定する。

し，排出許可証の市場価格は

けに技術進歩が発生する状況

一般的には補論３参照）。即ち，

，企業 の限界削減費用曲線

この時，競争的市場での均衡

となる（但し，

を

企

が

は

）。ここで，

たとすれば，企業

排出許可証の売却

方，企業 にと

の購入代金

排出許可証の初期配分は企業

の利益は，排出削減費用

代金 の和であり，

っての利害は，排出削減費用

の差であり， 分

に ，企業 に であ

の変化分

となる。

の減少分 と排出許可

の純利益となる。但し，この

っ

と

他

証

結

（ ）



環境税・

果は排出許可証の初期配分

業 に であれば，技術

分 と実

炭素税に関するいくつかの論点（我

に依存する。例えば，初期配

進歩に伴う企業 の利益は，

行せずに済ますことができ

妻）

分が企業 に ，企

排出削減費用の変化

た排出許可証の購入代

金 の和であり，

は，排出削減費用の減少分

金 の差であり，

いずれにせよ，企業 の

は，数量直接規制の下にあ

が大きくなる。さらに，図

業 の削減費用の技術進歩

となる。

と実現できなかっ

分の純損失となる。

削減費用に技術進歩があれば

るよりは，排出許可証取引制

３より明らかなように，その

が排出許可証の価格に与える

他方，企業 の利害

た排出許可証の売却代

，当該企業 の利益

度の下にある場合の方

企業 の利益は，企

影響が小さく，点

の高さが点 に近いほど大

の点 周りの傾きが小

企業と考えれば，この条件

企業の集合体と考えれば，

減費用曲線が符号条件を満

に応じて，合計としての限

言い換えれば，技術開発

きくなり，そのための条件

さくフラットであることとな

は極めて特殊だが，企業 を

それほど特殊な条件ではない

たしゼロではない傾きを持つ

界削減費用曲線の傾きはフラ

企業が，無数の類似企業のう

は，限界削減費用曲線

る。企業 を単一の

企業 以外の無数の

。個々の企業の限界削

ならば，企業数の増加

ットとなる。

ちの１社にとどまる状

況での，排出許可証の市場

行企業における技術進歩は

情報が普及し，排出許可証

時に採用しようとすれば，

新規技術採用企業の技術革

経済的手段の下では，ど

価格に影響を与えない規模で

，当該企業に大きな利益をも

市場規模に比して大きな割合

排出許可証価格は大きく低下

新の利益は相対的に小さくな

の企業でも，技術進歩を実現

の，技術開発企業＝先

たらす。しかし，技術

の企業が当該技術を同

し，それらの追随的な

る。

すれば，直接規制の場

合に比して大きな利益を得

現して得られる利益は直接

証取引制度に関するこの分

動学的効率性を，「直接規制

じること」と考えれば，動

るという の議論とは異

規制の場合と大差ない可能性

析は，動学的効率性を部分的

の場合に比して技術進歩へ

学的効率性が無いとも言えな

なり，技術進歩を実

があるという排出許可

に否定する。しかし，

のインセンティブが生

い。技術の開発者利益

（ ）



が早い者勝ちとい

当該企業の製品市

業を上回る利益を

立命館経済学（ 巻特

う状況
）
自体が，技術開発競争

場の条件によっては，一時的

あげ，それを先行投資するこ

別号５）

をもたらす可能性がある。即

な先行者利益であれライバル

とで戦略的市場支配力を得る

ち，

企

こ

とが求められるこ

技術開発競争が発

２―２―４ 政

他方，入札方式

負担が軽減される

場合より利益がで

して議論するため

とも多く，こうした場合には

生することになる。

府の財政収支と動学的効率性

排出許可証取引制度や環境税

ので排出削減技術の技術進歩

るという主張も必ずしも自明

には，その分配に及ぼす影響

，技術の開発者利益をめぐっ

制度に関して，初期購入額や

を実現さえすれば，直接規制

ではない。代替的な政策を比

などを，少なくとも直接的影

て，

税

の

較

響

に関してはそろえ

及び実績比例無償

政府・民間間の収

環境税と入札方式

術進歩とともにそ

とされるのに対し

方式排出許可証取

ておく必要がある。環境税と

配分方式排出許可証取引制度

支が大きく異なる。従来，動

排出許可証取引制度は，いず

の黒字分が削減され，その削

て，従来，動学的効率性の存

引制度では，当初時点でも技

，入札方式排出許可証取引制

の間では，以下にみるように

学的効率性があるとされてき

れも当初に財政黒字を生じ，

減分が動学的効率性を構成す

在を疑われた実績比例無償配

術進歩後でも財政収支に変化

度

，

た，

技

る

分

が

ない。従って，従

衡条件を考慮すれ

以下，具体例と

導入＋技術進歩な

の状況の間で，財

直接規制の場合

来，動学的効率性と主張され

ば，消失するインセンティブ

して環境税の場合を考え，１

しの場合，３）環境税導入＋

政収支条件等を調整し検討す

と，環境税導入の場合の財政

たものは，長期的な財政収支

であった可能性がある。

）直接規制の場合，２）環境

技術進歩ありの場合という３

る（一般的には補論４参照）。

収支条件調整のためには，環

均

税

つ

境

税導入ケースへの

なる。ここでは，

場合となしの場合

たる汚染排出量が

る。

相殺減税組込みか，直接規制

環境税導入ケースに相殺減税

を区別すると，汚染排出削減

変わるため，環境税の税収及

ケースに見合いの増税が必要

を組み込むが，技術進歩あり

技術の変化に伴って，課税標

び，相殺減税の額自体も変化

に

の

準

す

（ ）



環境税・

図３に戻って説明すると

れている時に企業 に技術

にシフトした場合，環境税

炭素税に関するいくつかの論点（我

，単位汚染排出あたり税率が

進歩が発生し，その限界削減

の税収は 分減少す

妻）

で環境税が導入さ

費用が から

る。従って，歳入中立

を維持するとするならば，

削減＝増税を行う必要があ

性や分配に対する影響は異

税納税者に対する人頭税の

この，図３のケースでは

環境税の減収の補 として

の発生源となった企業 で

この環境税の税収の減少分を

る。どの税をこの税収調整に

なるが，以下では一つのデフ

調整の形式をとるものと仮定

，関連主体は企業 ， の２

，各々 分の

は，その技術進歩による利益

補うべく，相殺減税の

充てるかで経済の効率

ォルトとして当該環境

する。

つであり，両企業は，

増税を被る。技術進歩

が相当減殺される一

方，技術進歩のない企業

持した状態で比較すれば，

形での環境税の動学的効率

新技術の普及に伴い企業

税に伴う純損失の立場にな

による一時的利益やパテン

なお，この例では，２企

側では全くの純損失となる。

従来，主張されていた技術進

性は相当に減殺される。加え

に技術進歩が発生した時点で

るのであり，技術進歩に伴う

ト関連の利益にとどまる可能

業しか存在しないため，厳密

即ち，歳入中立を保

歩に伴うレント獲得の

て，来期以降，当該革

は，企業 が相殺増

利益は，先行すること

性が大きい。

にいえば，相殺増減税

の実施を合理的に予測する

となり，対応する

殺増減税額も異なったもの

発生源となった企業の他に

税率の変化は微小であり，

とともに，他企業の純損失

企業 が直面する限界的な環

企業 の削減量の変化，環境

となる。しかし，前節で扱っ

，無数の企業が存在する状況

技術進歩発生企業のその時点

は小さくなる。しかし，「技

境税率は ではなく

税税収の変化分＝相

たように，技術進歩の

であれば，限界的環境

での利益は大きくなる

術進歩の発生源企業で

も，相殺税調整分利益が削

税調整で純損失が発生する

相殺増税の対象となる回数

技術進歩は短期的に，動学

はそのレントは消失する。

減されることと，技術進歩の

」ことには変わりないし，自

もそれだけ増加する。その結

的効率性に対応するレントを

ない企業側には，相殺

らが環境税収減収分の

果，環境税の場合にも，

もたらすが，長期的に

（ ）



他方，この結果

らない。実際，前

にとって，「自社

立命館経済学（ 巻特

は，環境税制度の動学的効率

節の議論のように多数企業の

だけに技術進歩が生じるなら

別号５）

性の存在を否定することには

存在を想定すると，代表的企

，その導入費用と相殺増税の

な

業

自

社負担分を負担し

を見送っている場

であるが，他社が

せず他社の技術進

入する方が有利と

新削減技術の導入

ことが財市場で戦

ても利益がでる状態」である

合に，自社が新削減技術を導

新削減技術を導入した場合に

歩に伴う相殺増税分を負担す

なり，歳入中立の制約の下で

が進展する可能性がある。さ

略的意味を持つ場合等，早い

ならば，他社が新削減技術導

入する戦略が有利なことは当

も，自社の戦略としては，何

るだけよりは，新削減技術を

も囚人のジレンマ的状況の中

らに，初期にレントを獲得す

者勝ちの利益獲得を狙った，

入

然

も

導

で，

る

技

術開発競争がもた

なお，ここでい

と比較して，汚染

ィブが発生するか

関わらないことに

内容とする「静学

発へのインセンテ

らされる可能性も想定できる

う「動学的効率性」とは，

排出企業に削減技術開発のた

否か」で捉えられており，（

注意する必要がある。もとよ

的効率性」に対して，「動学

ィブの下で生じる研究開発

。

脚注２でみたように，「直接規

めの研究開発投資のインセン

社会的な）厚生水準とは直接に

り，パレートの意味の最適化

的効率性」は，発生した研究

投資（コスト）と，実現する技

制

テ

は

を

開

術

進歩（成果）の間

汚染削減技術への

センティブを強化

カニズムを持って

２―３ 計量モ

の関係は不問にされている。

研究開発が強化されるとして

すれば，社会的に望ましいの

いない。

デル分析での成長率の低下

このため，経済的手段の導入

も，どこまで研究開発へのイ

かといった問いに直接答える

で，

ン

メ

２―３―１ 問

計量モデルによ

とを問題とする議

温暖化問題が議論

いベース・ケース

題の所在

る分析で，炭素税の導入が経

論。最近の分析では誤解を招

され始めた初期の分析では

と比較して，炭素税導入ケー

済成長率引き下げ効果を持つ

く表現は少なくなったが，地

，一切の 排出削減を行わ

スの成長率が低下することが

こ

球

な

問

（ ）



環境税・

題とされた。

環境面の配慮がない

るか自体が自明ではないが

炭素税に関するいくつかの論点（我

成長率自体がどのような意

， を基準とする場合で

妻）

味で判断基準となり得

も，政策手段の分析を

行うのであれば，求められ

で達成した場合の， 成

削減なしの間での比較では

同等の経済的手段）の導入に

排出削減を行わない場合と

炭素税（又は，同等の経済的

ん，「一方は 排出削減，

る分析は，同一の 排出削

長率の違いであり，一方は

ない。即ち，通常の計量モデ

よって 排出削減を行う

比較して が低下するこ

手段）の有効性を否定するこ

他方は削減なし」の間での

減を異なる政策手段

排出削減，他方は

ル分析で炭素税（又は，

ことにより，何ら

とを示しても，それで

とはできない。もちろ

比較も，削減目標を決

めるための分析としては意

他方，判断基準を，市場

率に求める場合， 排出

経済の現状に著しい非効率

り，一般に，自由度が制約

下する。

いわゆる二重の配当など

味を持つが，政策手段の選択

価格を持つ財で構成される

削減を行うケースと行わない

の存在（ 技術の未利用

されるため，排出削減ケース

の議論で，環境税と投資減税

には関わらない。

ベースの経済成長

ケースを比較すれば，

等）を前提としない限

の長期的な は低

又は，労働所得関連税

減税の組み合わせで，

しかし，そのような分析で

働所得関連税減税の効果が

号の逆転ではない。即ち，

入しつつ，歳入中立を保つ

伴わないがより大きな

の減少と の増加が並存

確実にいえることは，

大きいことであり， 排出

同等規模の投資減税又は，労

ことが可能な政策メニューの

の増加をもたらす政策が存在

するとの分析もある。

に対する投資減税や労

削減の経済効果の符

働所得関連税減税を導

中に， の減少を

する可能性がある。

なお，各々の経済主体に

各主体間の限界削減費用の

費用削減（＝静学的効率性）

タディなどは可能であって

い。

より の（限界）削減費用

均等化による，ミクロ的な死

をその実体とする経済的手段

も，経済全体を対象とする計

が異なることを前提に，

重的損失の解消に伴う

の利益は，ケース・ス

量モデルでは分析し難

（ ）



２―３―２ 計

以上に述べた問

用性は疑いを入れ

立命館経済学（ 巻特

量モデル分析の留意点

題はあるにせよ，計量モデル

ない。しかし，計量モデルの

別号５）

による環境税等による分析の

結果を有効に理解・利用する

有

に

はいくつかのポイ

第一に，環境税

理の有無を確認す

に関する注意が必

「環境税導入＝増

が減少する

環境税の税収を相

ントを確認する必要がある。

などを扱う場合，「増税か，

る必要があるとともに，歳入

要となる。計量モデルによく

税」となるケースを，何もし

のは自明。他方，比較を歳入

殺する手段の選択によって議

歳入中立か」といった税収の

中立の場合の相殺方法の相違

あるケインズ・モデルの体系

ない基準ケースと比較すれば

中立ケースに限定する場合で

論は微妙に変わる。

処

等

で，

，

は，

即ち，投資減税

とも短期的には

あるが，「経済政

生か，長期的水準は

発点とする以上，

税の対象として

また，一般的な所

などの乗数効果が大きな手段

水準を，基準ケースとの

策の真の目的は何であるべき

見なくて良いか，等）。他方，

抽象的な （又

望ましいという保証はない（

得税などの労働課税や，法人

で相殺するのであれば，少な

比較で引き上げることが可能

か」が問われる（ か経

既に歪みの多い現状の税制を

は，人頭補助金）でさえ，相殺

（ ）

税などの資本課税の場合，そ

く

で

済厚

出

減

）。

の

具体的税制，当該

他方，第二に，

の報告書（ ）

路に大きく影響す

要がある
）
。言い換

が結果を大きく左

生産要素の国際移動性などに

新古典派の成長論モデルの体

の モデル分析の解釈に

る変数・制度をモデルでどの

えれば，政府の資本関係税制

右する。さらに，同報告書で

結論が大きく依存する。

系を前提とするならば，環境

も見られるように，資本蓄積

ように扱っているか確認する

，政府支出の規模，財政赤字

は触れられていないが，本質

庁

経

必

等

的

には，経済に蓄積

間資本の限界生産

よいかといった問

社会資本の提供機

投資」の生産性・

される資本の内容にも大きく

力を同じに考えてよいか，公

題がある。原則的には，公的

能を持つことが可能である。

効率が十分なものであったか

依存する。即ち，公的資本と

的資本形成の内容を問わなく

資本の場合，いわゆる公共財

一方，現実のこれまでの「公

否かについては疑問が多い。

民

て

や

共

（ ）



環境税・

なお，投資関連の制度と

連の議論を踏まえる限り，

引制度と比較して，補助金

炭素税に関するいくつかの論点（我

して，補助金もしばしば議論

計量モデルによる分析では，

に有利となる結果がでる傾向

妻）

になるが，技術進歩関

環境税や排出許可証取

を持つ事が予想される。

即ち，「計量モデルに既知・

術は盛込めない」ため，技

まり技術進歩の方向性に制

量モデルの上では同じ技術

２―４ 国際競争力への

２―４―１ 問題の所在

未利用の技術を盛込むこと

術進歩の方向性に制約がかか

約がかからない環境税や排出

的可能性を持つと翻訳される

影響（絶対優位と比較優位）

はできるが，未知の技

りやすい補助金も，あ

許可証取引制度も，計

ことになる。

経済学の議論では少ない

対優位の喪失」と捉え，当

る議論も依然として多く見

政策及び，直接規制，実績

れる。

しかし，この議論には以

の導入で，民間部門の費用

が，一般の議論では環境税導

該国の国としての「国際競争

られ
）
，税の減免や補助金によ

比例無償配分方式排出許可証

下の２点で，大きな疑問があ

が技術的削減対策費用に加え

入を「費用の増加＝絶

力」が低下すると考え

る環境税の負担の相殺

取引制度などが主張さ

る。第一に，「環境税

て増加」となることは，

環境税導入が純増税となる

同一条件で行うという基本

環境税と法人税の相殺減税

「税負担＝費用の増加」とは

される。第二の問題は，「国

である。以下では，この第

ことを意味する。この点は，

に抵触する。もし，歳入中立

を組み合わせるならば，少な

ならず，この点でみた国際

際競争力」の定義ならびに

二の点について，若干詳しく

政策評価をできる限り，

を前提とし，例えば，

くとも産業全体では，

競争力への影響は回避

，その決定要因の問題

検討する。

２―４―２ 国際競争力

この国際競争力の定義と

分けて，その内容を考える

まず，価格概念そのもの

平均費用概念で考えるのか

の中身

決定要因の議論については，

ことができる。

を限界費用（又は，その一定倍

が問題となる。もし通常のミ

更にいくつかの段階に

）概念で考えるのか，

クロ経済学のように限

（ ）



界概念での価格決

引制度の限界費用

うならば，補助金

立命館経済学（ 巻特

定を考えるのであれば，税・

に与える影響は同じになるか

制度や実績比例無償配分方式

別号５）

課徴金と補助金や排出許可証

ら，環境税が国際競争力を損

排出許可証取引制度も同様に

取

な

，

国際競争力を損な

前提とするならば

合と同じかそれよ

他方，平均費用

参入・退出行動を

する理論時間は

易パターンを決定

うことになる。さらに，同一

，数量的直接規制の限界削減

り高いと予測され，国際競争

概念で考え，平均費用＝限界

通じて超過利潤が消失するこ

「長期」ということになる。

するのは絶対優位ではなく比

の汚染物質総排出量抑制達成

費用は，理論的には環境税の

力をさらに損なうこととなる

費用＝価格が成立するために

とが必要であり，基本的に想

「長期」を念頭においた場合，

較優位となり，貿易財相互の

を

場

。

は，

定

貿

相

対価格には意味が

変動相場制では，

の絶対水準に関す

この点で，欧州

環境税の導入が進

業・企業に対する

その導入に伴って

あるが，価格の絶対水準に貿

名目為替水準の変化により，

る議論は意味を持たないこと

諸国の状況には注意したい。

んでいるが，同時に，その導

税の減免などかなりの配慮が

発生する分配問題への対処が

易決定の意味はなくなる。特

絶対優位は容易に変化し，価

は明白となる。

デンマーク等北欧の国を中心

入に当たって，負担の大きな

なされており，環境税導入に

重要との議論を生んでいる。

に，

格

に，

産

は，

し

かし，デンマーク

ロ制度の存在のた

擬似固定相場制度

のため，名目為替

も，「費用の変化

ると誤認され易い

の場合，自身はユーロに参加

めに，（少なくとも主要貿易相

ともいえる状況になっている

レートを通じた調整が目の前

＝絶対優位構造の変化」が国

状況が生じている
）
。

していないにも関わらず，ユ

手である主要欧州諸国に対して

ことに留意する必要がある。

で機能することはなく，あた

全体の「国際競争力」を支配

ー

は）

こ

か

す

なお，中長期の

環境配慮を他の政

チ・マークに考え

は発生しているし

実現がどのような

比較優位・貿易構造の決定を

策手段で行った場合の比較

る必要がある。前述のように

，特定の汚染物質の排出基準

方法でなされるにせよ，その

考える際には，求められてい

優位・貿易構造への影響をベ

，対策を行う限りその対策費

を強化するということは，そ

汚染物質の排出可能性という

る

ン

用

の

生

（ ）



環境税・

産要素の国内存在量が減少

出していた産業の比較優位

炭素税に関するいくつかの論点（我

したことと同じになり，その

は悪化する。

妻）

汚染物質を集約的に排

本稿では，環境問題に対

再検討した。再検討とはい

なものにとどまっており，

る現時点では，不足を指摘

３ ま と め

処する政策手段としての経済

っても，その内容は実証的な

その点では，環境税の現実の

されてもやむを得ない面もあ

的手段に関する議論を

ものではなく，抽象的

導入等が議論されてい

る。しかし，分配や，

動学的効率性，経済的手段

れて議論がなされてきた問

今回，特に詳しく分析を試

の主要なメリットの一つと

らも，その経済学的内容や

われる。

この動学的効率性に関す

の影響の国際的側面等，その

題も多く，論点の整理が不十

みた動学的効率性などは，経

して，政策議論の中では大き

，作用のメカニズムの分析が

る議論を除いては，本論で指

時々のトピックに流さ

分なままとなっている。

済的手段＝環境税導入

な役割を与えられなが

乏しかった代表例と思

摘したことはそれほど

目新しくは無いかもしれな

性格に注意し，一様混和性

２）計量モデル分析では，

連）を明示してその結果を検

数の財・生産要素があり，

存在すること，などの基本

い。しかし，１）経済的手段

の汚染とそうでない環境問題

そのモデルの構造（ケインズ

討する必要があること，３

貿易上有利となる財があれば

的関係を踏まえて議論するの

を適用する環境問題の

を区別するべきこと，

新古典派，資本蓄積関

）国際的側面では，複

，必ず不利となる財も

でなければ，議論はい

つまでも浅薄なものにとど

また，動学的効率性の議

として捉えるのではなく，

おいて考えれば，排出許可

動学的効率性が存在するこ

まる。

論で明らかとなったことは，

研究開発投資の意思決定を行

証取引制度の場合も，初期配

と，２）歳入中立の条件を入

１）汚染企業群を全体

う個々の企業を念頭に

分方法とかかわりなく

れても，「囚人のジレ

（ ）



ンマ」的状況の下

的効率性の存在と

の動学的効率性に

立命館経済学（ 巻特

に動学的効率性は存在可能で

（社会的）厚生水準に関する

関しては，一層の分析が進め

別号５）

あること，３）但し，この動

議論は別であることである。

られることを期待したい。

学

こ

補論１

議論を単純かつ

定し，社会計画者

この社会には，

非一様混和性汚染物質に

明確にするため，貨幣評価可

としての最適化条件を導く。

社の企業＝汚染源が存在し

よる環境問題への対応

能な社会的効用関数の存在を

，それぞれ の汚染排出を伴

仮

い

つつ の生産をな

で与えられるもの

他方，その存在

ベクトル

しているものとし，そのと

， ， ，

，

とする。

を仮定した貨幣評価可能な

と，各企業が排出する汚染の

きの技術条件は，費用関数

， ，

補１

社会的効用関数 ・ は，

一次結合

１

財

（但し，

で示される各 受

である。

は 排出源から 受容点

容点の実効汚染量の関数であ

，…， ，…， ， ，…，

， ，

， ， ，

への汚染移送係数） 補１

らわされるものとする。即ち

，…， ，

補１

２

，

３

この時，社会計

，

となる。

ラグランジェ乗

画者にとっての最大化問題は

，…， ，…， ， ，

数 の下に，関数

，

…， ，…， ，

補１ ４

（ ）



環境税・

，…， ，

を構成し，その一階の条件

炭素税に関するいくつかの論点（我

…， ， ，…， ，…，

を求めれば，

妻）

，

補１ ５

となる。これより受容点 の

が，社会計画者にとっての

実効汚染の限界不効用

一階の最適化条件となる。

補１ ６

補１ ７

補１ ８

を消去し得られる

補１ ６

補１ ９

これらの式は，財に関し

化するべきこと（補１ ６式

による費用の限界的低下分

もたらされる各受容点にお

されるべきこと（補１ ９式

翻訳すれば，補１ ６式は価

税の税率は，「その汚染の排

て社会としての貨幣評価限界

）と，各企業＝汚染源の汚染

が，その汚染の排出による実

ける限界不効用の増分の合計

）を表している。また，完全

格と限界費用の均等を意味し

出による実効汚染の増加に

効用と限界費用が均等

の排出は，汚染の排出

効汚染の増加によって

を上回らない範囲でな

競争状態の市場経済に

，補１ ９式は，環境

よってもたらされる各

受容点における限界不効用

ることもできよう。

他方，この補１ ６式，補

る各企業＝汚染源の生産

とする。非一様

によって，同一の汚染物質

の増分の合計」となるべきこ

１ ９式の限界条件で規定さ

量を ，汚染排出を

混和性汚染に関して，限界

排出総量に対する削減費用の

とを示していると考え

れた解の下で達成され

で表し，その合計を

汚染削減費用の均等化

最小化を目指すという

ことは，実は，せいぜい，

，

という条件付き極値問題し

べき補１ ４の問題とは全く

，

か考えていないことと同じで

異なる。

補１

あり，本来，検討する

（ ）



立命館経済学（ 巻特別号５）

補論１了

補論１の補１

デルは以下のよう

関わる汚染源に関

染排出の総和

ものとする）が社

補論２ ゾーニング

４で規定されるモデルに，ゾ

に変更される。即ち，ゾー

しては一様混和性が成立する

（全ての は，いずれ

会的効用関数と関わるように

の効果

ーニングの概念を導入すると

ン 毎に，そこ

と仮定し，関連する汚染源の

かの に属し，かつ のみに属

書き換えれば，

モ

に

汚

する

を得る。

ラグランジェ乗

を構成し，その一

，…， ，…， ， ，…

数 の下に，関数

，…， ，…， ， ，…，

階の条件を求めれば，

， ，…， ，

補２

，…， ，

補２

１

２

となる。 を消去すれば，

補１

補１

補２

補１

補２

６

７

３

６

４

であり，この補

が判

て設定すればよい

２ ４を満たす，ゾーン毎の

っているならば，その値を，

。

汚染の限界不効用＝限界被害

当該ゾーンの環境税の税率と

補論２

額

し

了

（ ）



環境税・

補論３ 技

炭素税に関するいくつかの論点（我

術進歩と排出許可証の市場

妻）

価格

１ 設 定

ある財の生産段階での一

業における汚染物質排出削

影響と，その決定要因につ

社会全体としては 社（

ことなく，技術進歩が生じ

様混和性汚染物質排出による

減技術の技術進歩が排出許可

いて分析する。

）の企業が存在するもの

る企業を企業１と番号付けし

環境問題を念頭に，企

証の市場価格に及ぼす

とする。一般性を失う

，他企業（企業２ 企

業 ）には，技術進歩が発生

２ 技術進歩発生企業の

今，当該企業の汚染排出

るとすれば，企業１の汚染

削減費用を差し引いた額を

しない状況を想定する。

意思決定

・削減行動が，生産活動や財

排出・削減行動は，排出許可

最大化する点として決定され

務状況から独立に決ま

証の純売却額から排出

る。即ち，

補３ １

但し， 排出

企業

企業

企業

量は

許可証の市場価格

１に対する排出許可証の初期

１が全く削減対策を執らなか

１の汚染排出削減量。従って

となる。

排出削減費用関数。但し

配分量

った場合の汚染排出量

企業１の実現汚染排出

， ， と仮

定す

技術

この時，企業１の最適汚

であり， の逆関数を使っ

る。

進歩係数 。

染排出・削減行動のための一

て展開すれば，

階の条件は，

補３ ２

（ ）



となり， ・

立命館経済学（ 巻特

・ ，と置けば，

別号５）

補３ ３

を得る。なお，

３ その他の企

他の 社に

／費用関数，未対

って完全に同一で

削減量も各企業で

であるから とな

業の意思決定

ついては，技術進歩は発生せ

策時の排出量及び，排出許可

あるとする。その結果，各企

同一となる。

る。

ず，各企業の汚染排出削減技

証の初期配分量などは全てに

業の最適化問題の解となる排

術

亘

出

他の 社の

る。

但し，

内の代表的企業の最適化問題

代表的他企業の排出許可

代表的他企業が何ら排出

出量

代表的他企業の排出削減

を記述すれば，以下のように

補３

証の初期配分量

削減対策を行わない時の汚染

量

な

４

排

この代表的他企

であり，企業１の

となり， ・

業の最適汚染排出・削減行動

時と同様に の逆関数を使

・ ，と置けば，

のための一階の条件は，

補３

って展開すれば，

補３

５

６

を得る。なお，企

４ 需給均衡

ここで，規制当

可証発行量を

業１の場合と同様にして

局が社会全体に対して発行し

と置く。明らかに，

が成立する。

た汚染排出許可総量＝総排出許

（ ）



環境税・

であり，均衡では，これと

炭素税に関するいくつかの論点（我

実現汚染排出量の総和が等し

妻）

補３ ７

くなるから，

となる。この補３ ８式を

・

であり，この式を整理すれ

・

と に関して全微分すると，

・

ば，

・ ・

・ ・

補３ ８

・

・

・

を得る。但し， ・

。

ここで， ・ と ・

きくなった状況
）
を考えれば

・

・

， ・

がほぼ同水準で，他企業の

，

・ ・

補３ ９

， ・

数 が非常に大

・

となる。

この補３ 式を解釈すれ

新しい汚染排出削減技術を

も，それによって生じる排

なる」といえる。

ば，「市場に参加する企業が

開発し，その限界削減費用曲

出許可証の市場価格の低下は

補３

多い場合，ある企業が

線を引き下げたとして

無視しうる水準以下と

補論３了

（ ）



補論４ 環境

立命館経済学（ 巻特

税の動学的効率性――技術進

別号５）

歩前後で歳入中立を維持する場合

１ 設 定

補論３と同様に

問題を念頭におき

る。また，企業の

立とし，汚染物質

られているものと

，ある財の生産段階での一様

，当該市場には 社の同一

汚染排出・削減行動は当該企

の排出には単位汚染物質排出

する。

混和性汚染物質排出による環

的企業が存在する状況を想定

業の生産活動や財務状況から

当たり の税率で環境税がか

境

す

独

け

即ち，企業の汚

負担と汚染削減費

また，財政は歳

頭税形式の一括課

ものとする。

２ 技術進歩発

染物質排出・削減量決定行動

用の和の最小化行動として規

入中立を仮定し，技術進歩な

税（補助金）による調整で相

生企業の利益（技術が社会全

は，生産量などから独立に，

定できるものと想定する。

どによる環境税税収の変化は

殺され，歳入中立が維持され

体に普及する以前の状況）

税

人

る

今，この中のあ

術進歩後の税負担

れば，

環

但し，

る企業のみに技術進歩が発生

と汚染削減費用の和（ ）

境税負担 汚染削減費用 相

単位汚染排出量当たり

したと考えれば，当該企業の

は，相殺増税分も含めて記述

補４

殺増税分

の環境税の税率

技

す

１

何も対策を行わない場

技術進歩発生以後の実

・ 汚染削減費用関数。

技術進歩係数。 技

市場に参加している企

合の当該企業の汚染排出量

現削減量

，

術進歩前， 正の技術進歩

業数＝相殺増減税の対象となる

（ ）



環境税・

環境

技術

で表わされ，このことを当

炭素税に関するいくつかの論点（我

税納税企業の数

進歩発生以前の実現削減量

該企業は認識しているものと

妻）

（ に対応）。

する。この時，当該企

業の技術進歩前の税負担と

と表現される。

この時，当該技術進歩発

化のための限界条件は，補

により，

汚染削減費用の和（ ）は，

生企業の技術進歩発生前の時

４ １を で微分し， ，

とおいて，

補４ ２

点での税込み費用最小

で評価すること

補４ ３

となり，技術進歩後では，

となる
）
。

この補４ ４式を陰関数定

となり，技術進歩の発生が

企業が認識する限り，この

理で開けば，均衡の近傍では

自社に限定され，他企業の行

技術進歩に応じて，当該企業

補４ ４

，

補４ ５

動に変化がないと当該

の汚染物質排出削減が

進展する。

この「技術進歩を自社だ

の減少として当該企業にも

けに秘匿できる」場合，税負

たらされるレント は，相殺

担と汚染削減費用の和

減税を考慮しても，

追加削減による

純税負担減少

となる。

動学的効率性の存在を主

税負担減 排出削減費用変化

（正値） 排出削減費用増分（正

張するためには，この が，

分（負値） 相殺増税分

補４ ６

値）

技術進歩前の均衡削

（ ）



立命館経済学（ 巻特

補図１

別号５）

減量 を達成す

必要がある。即ち

るための削減費用の減少分

，

を上回る

が，動学的効率性

が正常（ ，

即ち，補４ ７

成立し，これは，

あり， であ

存在のための条件であり，こ

）であれば満たされる（補

式の条件は， の面

条件，

る以上， ， を意味

補４

れは，排出削減費用関数の形

図１参照）。

積が， より大きけれ

が成立することと同義

する。従って， ，

７

状

ば

で

で

あれば，補４ ７

次に，補４ ７

となるが，この右

る限り正となるか

が成立する。

と補４ ６より， も成立

辺は，補図１の であ

ら， がいえる。

する。補４ ７より，

り，やはり， ， であ

（ ）



環境税・

３ 技術が社会全体に普

上述のように，技術進歩

ント が発生するとともに

炭素税に関するいくつかの論点（我

及した場合

が特定の企業だけに発生する

，その大きさは，数量的直接

妻）

ならば，当該企業にレ

規制の下で得られる

水準よりも大きくなる。し

業では，他企業における技

担分が累積してくる。

他企業の視点で見ると，

企業の行動を所与とすれば

あるから，技術進歩実現に

実現する利益が存在する。

かし，同等技術が社会全体に

術進歩実現に伴って生じる，

補４ ６，補４ ７が成立して

，動学的効率性が存在し，技

要する費用がそれよりも安価

逆に，自分が技術進歩を実現

普及していくと，各企

相殺増税の当該企業負

いる以上，自分以外の

術進歩のレントも正で

であれば，技術進歩を

しなくても，自分以外

の企業の技術進歩実現に伴

術進歩導入に関わらなくて

税の累計分

負担することになる。

他方，技術進歩を導入し

最終的レント は，時間の

４ ６の相殺増税分が累積す

う相殺増税の負担は存在する

も，他企業全てが新技術を導

た場合に，技術が社会全体に

経過による割引の存在を無

ることで，

。このため，自社が技

入するならば，相殺増

は

浸透した後の各企業の

視して記述すれば，補

となる。この は補図１で

の面積から

より小さく（ ），

り小さければ（

いえば， と

の面積を差し引いたものと

この技術の導入のための費

），囚人のジレンマ的状況と

補４ ８

の面積の差分に等しく，

なる。同時に は，

用 が，その差分よ

なり，各企業は共謀

できない限り，技術進歩を

即ち，ここまでの議論を表

技術を導入せず」の時に自

るが，自社だけ導入に踏み

ント を獲得する。他方，

導入して，負のレント を

にまとめれば（補表１―１），

社も導入を見送れば，ネット

切れば，新削減技術導入費用

他社の戦略が「新削減技術導

獲得することになる。

他社の戦略が「新削減

・ペイオフはゼロとな

の負担の下に，レ

入」の時に，自社が

（ ）



立命館経済学（ 巻特別号５）

導入を見送れば，

となり，自社も新

こで，議論は各

の

他社の新技術導入に伴う相殺

削減技術導入に踏み切れば

企業に対して対称であるか

２条件が同時に成立すれば，

増税の累積分 のペイオ

， のペイオフとなる。

ら，１） ，２）

各企業にとって，新削減技術

フ

こ

を

導入することが支

具体的に，限界

ペイオフ行列を検

り，レント は，

限界削減費用が直

配戦略となる。

削減費用関数を原点をとおる

討すると以下のように書く

線となるならば，

直線と仮定して，代表的企業

ことができる。即ち，補４ ６

であるか

の

よ

ら，

と書ける。他方

であり，最

となる。これらを

，前述のように，相殺増税の

終的レント については，

ペイオフ行列に書き込めば，

補４

累積分は

補４ ８より，

補４

下記の補表１―２を得る。こ

９

れ

より，囚人のジレ

となる。この条件

きに当該技術進歩

ものである限り成

ンマ的状況となる条件は，

は，そもそも，「技術を自社

が純利益をもたらすための条

立するから，各企業は共謀で

補４

だけに秘匿できる」と考えた

件であり，当該技術が意味あ

きない限り，囚人のジレンマ

と

る

的

（ ）

自
社
の

戦
略

新削減技術導入せず

新削減技術導入

補表

新

代表的企業のペイオ

他社の戦

削減技術導入せず

フ

略

新削減技術導入



環境税・炭素税に関するいくつかの論点（我妻）

状況に陥ることになる。

言い換えれば，社会全体

の削減費用と，技術進歩の

分追加していると

としてみれば，

開発・導入の費用をかけて，

いう常識的解釈に戻る。

の面積相当

汚染物質排出削減を

４ まとめ

以上の議論より，一定の

は，必ずそれを調整する相

減税が，関連主体の頭割り

制度は，短期的に，従来の

が，長期的に，そのレント

歳入確保を前提とし，税収の

殺増減税が行われる状況を想

となる場合，一様混和性の汚

意味での動学的効率性に対応

は消失することになる。

増減をもたらす変化に

定し，かつその相殺増

染問題に関わる環境税

するレントをもたらす

しかし，この結果は，環

ならない。同質の 企業を

術進歩が生じるなら，その

がでる状態」であるならば

合に，自社が新削減技術を

社が新削減技術を導入

境税制度の動学的効率性の存

想定すると，代表的企業にと

導入費用と相殺増税の自社負

，他の 社が新削減技術

導入する戦略が有利なことは

した場合にも，自社の戦略と

在を否定することには

って，「自社だけに技

担分を負担しても利益

導入を見送っている場

当然であるが，他の
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